
令和7年度東大阪市中小企業振興会議 第３回商業部会  
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会 新年度予算提示 当初予算審議

予算
予算案準
備 内示

振興会議
（商業部会）

会議開催 会議開催 会議開催 会議開催

個店調査
（予定）

まとめ 分析 分析

地域研究
（大学研究） （予定）

報告

情報収集
（他自治体等）

商業実態調査 準備 調査開始 報告 分析 分析 検討

振興会議（親会） 各部会報告

２０２５年度

予算要求

新規事業・大幅拡充事業の検討

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会 新年度予算提示 当初予算審議

予算
予算案準
備

振興会議
（商業部会）

会議開催
会議開催 会議開催

（諮問）
会議開催
（答申）

方針策定
会議開催

（新年度予算報告）
個店調査
（予定）

検討 検討 報告

大学提案事業 検討 検討 報告

新規・拡充事業

商業実態調査 検討 検討 報告

振興会議（親会） 各部会報告

２０２６年度

予算要求

新規事業・大幅拡充事業の

【参考】新商業活性化方針の策定に向けたスケジュール（予定）

検討
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１．施策・指標について

東大阪市第３次総合計画

商業活性化方針

商業活性化方針の商業施策

商業活性化方針の

商業課事務事業・市各種事業等

2021～2030年 つくる・つながる・ひびきあう‐感動創造都市 東大阪‐

重点施策３ 人が集まり、活気あふれるまちづくり

目標、方針：今後検討

商業集積地
の支援の継
続

個店支援の
拡充

新しい業態
との連携

・観光やスポーツ分野との連携

・ＡＩ等の活用

・大学との連携

商
店
街
や
商
業
者
の
自
助
努
力

東
大
阪
市
中
小
企
業
振
興
条
例

市事業全般

都市魅力産業スポーツ部事業等

【施策体系のピラミット図】

令和8年度に議論
して、決めたい
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東大阪市第３次総合
計画

商業活性化方針

商業活性化方針の商業施策

商業活性化方針の

商業課事務事業・市各種事業等

目標、方針：今後検討

商業集積地の
支援の継続

個店支援の
拡充

新しい業態
との連携

【施策体系のピラミット図】

事業評価

施策評価

政策評価：アウトカム

今回指標等検討

今回評価手法検討

１．施策・指標について

令和8年度中に検討
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商業活性化
方針

目標、方針

・日本全体の今後の状況から、基本的には、後退局面となっており、各種数値等には基本的な補正が必要

・現実的な目標、方針としたい。

指標案① 業種別事業所数／５年間

指標案② 業種別従業者数／５年間

指標案③ 業種別販売額／５年間

指標案④ 買い物しやすい街アンケート回答／５年間程度
（消費者意識調査）

総合計画施策：産業の活性化による好循環の創出
重点施策３ 人が集まり、活気あふれるまちづくり

総合計画の施策と関連

【東大阪市商業の基本方針】

指標等の結果については、経済情勢や
人口減少等の社会問題、国・府の事業
等による影響も含むものとなる。

商業活性化方針の指標案

商業活性化方針の目的、指標に関しては、策定の最終段階で商業部会で決定したい

１．施策・指標について
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商業活性化方針の商業
施策

商業集積地
の支援の継
続

個店支援の
拡充

指標案③：商店街のイベント回数／年間（商業課のデータ）

指標案①：商店街の店舗数／５年程度（商業実態調査に合わせて）

指標案③：創業支援等事業計画に基づく創業支援事業による支援実績／年間
創業者数（人）創業支援事業合計【延数】

指標案①：飲食店の開・廃件数／年間（市のデータ）

【商業活性化方針における商業施策の方向性】

（現状の施策）

※施策とは課題解決に向けた方策
や方向性と位置付ける。

指標案②：商店街の空き店舗数／５年程度（商業実態調査に合わせて）

指標案④：商店街を訪れる人の数／年間
（カメラ等で定点観測できる商店街があれば）

指標案②：小売店舗数の推移／５年間（経済センサス）

指標案④：小売店舗の売り上げ／（経済センサス‐活動調査 令和３年経済センサス‐活動調査
事業所に関する集計産業横断的集計 売上（収入）金額等）
①個人飲食・宿泊業、②卸売業・小売業の１事業所当たり売上（収入）金額【万円】／２０
２１年から５年間隔

１．施策・指標について
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商業活性化方針の商業施策

新しい業態
との連携

・観光やスポーツ
分野の連携

・ＡＩの活用
・IＣＴの活用

・大学との連携

【商業活性化方針における商業施策の方向性】

（現状の施策） ※施策とは課題解決に向けた方策
や方向性と位置付ける。

令和7年度第2回以降に検討予定

指標案：大学と商業者・商店街等が連携した取り組み件数
⇒把握方法が難しい。

ＡＩは発展が見通せないので、具体的な方向性の記載は難しい。
指標案：AI…具体的な事業活用事例数（ＳＮＳ事業における活用）
指標案：デジタル化…ＳＮＳを活用している商業団体数

今後も新しい業態等はでてくるので、施策としては残していく。
その中で、具体化できるものを施策に盛り込む。

１．施策・指標について

分解
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商業活性化方針の

商業課事務事業

・市各種事業等

①事業の評価としては、施策体系のピラミッド図に合致しているかという視点を重視する。

にぎわいづくり事業

イベント数増加

商店街や地域の個店の認知度が向上

地域商店の売り上げ向上

人が集まり、活気あふれるまち東大阪市
第３次総
合計画

商業活性
化方針

商業施策の方
向

商業課事務事業・市
の各種事業等

活気あふれる商店街

②次にその事業自体が効率性、効果性、有効性、公正性の観点から事業評価を行う。

【例：地域密着型支援事業（にぎわいづくり事業）】

顧客流入

商店街のイベントに補助

【市が実施する事務事業（令和6年第2回資料）】

令和6年度の事業実績報告と合わせて
令和7年度第1回商業部会で示す予定

（事業評価の考え方）

２．事業評価について



1０

①事業の評価としては、施策体系のピラミッド図に合致しているかという視点を重視する。

②次にその事業自体が効率性、効果性、有効性、公正性の観点から事業評価を行う。

（令和６年第２回商業部会において示した事業評価の考え方）

１．効果（直接的な因果関係の確認）
事業が上位目標・指標につながっているか、貢献しているかを見る。
⇒フロー図で確認
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
所定の事業目標を達成するためにどれだけのコストがかかっているかを見る。
⇒事業費の検証、自治体との事業費比較等
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
事業の成果と活動量に見合った成果や副次的効果が出ているのかを見る。
⇒事業実績、波及効果等を検証、他自治体における事業との比較等
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
評価プロセスが透明かつ公正な方法で実施されているかを見る。
⇒毎年事業実績を商業部会において報告、審議の上公表していく。

今回提案する考え方（案）

◎評価のために、近隣の同規模・同性質の他自治体との事業費比較等を活用して検証する。

２．事業評価について

以下の考え方（案）に見直しました。
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３ 商業課事業実績一覧表

商業課事業評価（令和６年度実績、令和７年度予算）

ＮＯ. 事業内容
令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

達成度
（評価）

目標
当初予算額
（千円）

1
【地域密着型支援事業】
にぎわいづくり事業 ２２団体 単組：９団体

連合：５団体 5,000 3,400 Ｃ
２４団体

（新規２団体）

6,000
（内：新規分
1,000）

2
【地域密着型支援事業】
地域力強化事業 ２団体

２団体
・布施商店街連絡会
・瓢箪山中央商店街

4,000 2,757 Ａ
予算化率
１００％

5,000 

3 空き店舗活用促進事業 １０件 ７件 8,００0 4,744 Ｃ １０件 8,350

4 商業振興コーディネート事業
受講者の事業全体の効
果があった回答割合
（７０％以上）

５３．３％ 4,000 3,316 Ｃ
売り上げ増
来客増が
50％以上

4,000

5
【中小企業振興補助金】
共同施設設置事業

予算執行率
100％

27.8％ 7,９00 2,1９7 Ｄ
予算化率
100％

7,300

6 インターネットショップ開業塾業務
受講者総合満足度

９０％以上 86.6％ 2,000 2,000 Ｂ
開業者

３人以上 2,000

計 31,250 18,422 計 32,650

7
キャッシュレス決済ポイント還元事業（第4回）
（単年度事業）
（令和７年４月２５日～５月１９日）

予算消化率
９0％以上

750,000

※「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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４ 個別事業実績（にぎわいづくり事業）

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標
当初予
算額
（千円）

1 【地域密着型支援事業】
にぎわいづくり事業

２２団体

 組：
４
連合：
２

5,000 1,394 Ｄ ２２団体

 組：
１０
連合：
５

5,000 3,472 Ｃ ２２団体

 組：
９

連合：
５

5,000 3,400 Ｃ ２４団体 6,000 

１ 地域密着型支援事業 （にぎわいづくり事業）

事業概要 市内商店街等が盆踊り・夜市などイベント事業を行う場合などにその費用の一部を補助

補助額 上限１０万円（連合団体は５０万円）

補助率 対象経費の７０％

方針の位置づけ Ⅰ商業集積地支援の継続

事業の課題
・１団体あたりの申請回数の撤廃を希望する団体あり
・ 補助額の増額希望あり
・人件費を補助対象経費に入れてほしいとの希望あり

中小企業振興 例第９ 該 項目

1 3 7 10

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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【地域密着型支援事業（にぎわいづくり事業評価）】

４ 個別事業評価（にぎわいづくり事業）

東大阪市
第３次総
合計画

商業活
性化方
針

商業施策の
方向

商業課事務事
業・市の各種事

業等

イベント回数増加

商店街や地域の個店の認知度が向上

地域商店の売り上げ向上

人が集まり、活気あふれるまち

活気あふれる商店街

顧客流入

にぎわいづくり事業：商店街のイベントに補助

地域に人が集まる

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度は1４団体のイベント実施に対して、補助金340万円、 東大阪市５０万円・１０万円の７０％の補助率
府内中核市・堺市の補助上限とカッコ内は補助率 （①50万円（１／２）、４０万円（１／２）、②２００万円（３／４）、③
50万円（１／２）、④10万円・30万円・６０万円３種類（１／２）、⑤1年目１５０万円（１／２）で1年ごとに５０万円マイナス
し、4年後補助廃止）
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
少なくとも1４団体においては、市でイベントを実施している。団体からすると安定的な財源が不足する中で、貴重な
原資となっており、本事業がなくなればイベント実施団体が減少すると考えられる。事業を実施することで、地域のに
ぎわい、魅力向上につながる。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
事業実績については、毎年商業部会に事業報告を行い、審議を経てＷｅｂにて公表予定

・地域コミュニティ強化
・地域への愛着
・地域固有の文化を継承

副次的効果
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２ 地域密着型支援事業（地域力強化事業）

事業概要
商業集積地（団体）が、集客及び生活支援の拠点を強化することを目的に商品券を発行す
る事業に対して、必要な経費及びプレミア分に対する補助を行うもの。

補助額 １集積地（団体）につき年度内１回限りで３００万円以内

補助率
発行にかかる事務経費の１/２以内、ただし、プレミアム経費についてはプレミアム経費の１
/２、または、発行総額の５％かいずれか低い方（補助以外の部分は集積地（団体）の負担）

方針の位置づけ Ⅰ商業集積地支援の継続

事業の課題
・活用団体が自己負担の観点から限定的
・デジタル化への対応

４ 個別事業実績（地域力強化事業）

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標
当初予
算額
（千円）

2 地域密 型支援事業】地域力強化事業 ３団体
１団体
・布施

6,000 1,853 Ｄ １団体
１団体
・布施

3,000 1,937 Ａ ２団体

２団体
・布施
・瓢箪
山

4,000 2,757 Ａ
予算化率

100％ 5,000 

中小企業振興 例第９ 該 項目
1 3 4 10

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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【地域密着型支援事業（地域力強化事業）評価】

商品券事業の実施増加

商店街の集客の増加

地域商店の売り上げ向上

人が集まり、活気あふれるまち
東大阪
市第３
次総合
計画

商業活
性化方
針

商業施策の方
向

商業課事務事業・
市の各種事業等

活気あふれる商店街

商店街の注目度の向上

地域力強化事業 ：商店街の商品券事業補助

地域経済の活性化

市内商業活性化

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度は２団体の歳末売り出しの商品券に対して、補助金276万円を交付、上限300万円（１／２）
府内中核市でも同様は実施している市があるが、それほど多くないようである。
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
事業実施することで、商店街における買い物客は増加する。買い物される方の生活支援になる。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
事業実績については、毎年商業部会に事業報告を行い、審議を経てＷｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（地域力強化事業）

副次的効果

・家計の負担軽減
・地域コミュニティの活性化
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４ 個別事業実績（空き店舗活用促進事業）

３ 空き店舗活用促進事業

事業概要
商店街に魅力ある店舗を開設し、商店街全体への来客増加、活力と賑わい回復を促進す
るために、本市商店街区域内の空き店舗において、新規で店舗を開設する事業者に改装
費の費用の一部を補助するもの。

補助額 上限80万円 （対象者） ①新規創業者②既に開業し、一定の条件を備えた起業者

補助率 補助率 ５０％

方針の位置づけ Ⅰ商業集積地支援の継続 Ⅱ個店支援の拡充

事業の課題
・制度の使いやすさの向上
・空き店舗をもっと解消するための見直し

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成度
（※２） 目標 実績

当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成度
（※２） 目標 実績

当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成度
（※２） 目標

当初予
算額
（千円）

3 空き店舗活用促進事業 ３件 ４件 3,000 3,000 A １０件 ６件 8,000 4,264 C １０件 ７件 8,000 4,744 C １０件 8,350

中小企業振興 例第９ 該 項目
1 4 7

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満



17

【空き店舗活用促進事業評価】

商店街の開業者増加

人が集まり、活気あふれるまち
東大阪
市第３
次総合
計画

商業活性
化方針

商業施策の方
向

商業課事務事業・市
の各種事業等

活気あふれる商店街

集客増

空き店舗活用促進事業：商店街の空き店舗が解消

地域経済の活性化

地域経済の魅力向上

市内商業活性化

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度は、空き店舗の改修費用総額約474万円で7件補助、１店舗開業につき約70万円
府内中核市と堺市の補助上限とカッコ内は補助率（①200万円（１／２）、40万（１／２）、２００万円（１／２）、５０万
（１／２）・3年目までを補助対象、50万円（１／２）、５０万円（１／２）、５０万円（１／２）、５０万円（１／２））
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
行政が支援することで、支援分は確実に空き店舗を解消することができる。
（有効性は要件等）
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
事業実績については、毎年商業部会に事業報告を行い、審議を経てＷｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（空き店舗活用促進事業）

副次的効果

・地域資源の有効活用

・防災・防犯上のリスク低減

・生活利便性の向上

・地域コミュニティの活性化

・管理不全空き家への対
応コスト（行政代執行等）
の削減
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４ 中小企業振興補助金（共同施設設置事業補助金）

事業概要
市内小売商業団体が街路灯、アーケード、放送設備、防犯カメラ、コミュニティ関連施設
等の共同施設を設置または改修した場合に一定割合の補助金を交付することで、市内小
売商業集積地の振興を図るもの。

補助額 上限500万円

補助率 ・街路灯・防犯カメラ４０％、アーケード・アーチ等２０％ 他

方針の位置づけ Ⅰ商業集積地支援の継続

事業の課題 ・商店街の資金力の低下による補助額増の要望あり

４ 個別事業実績（共同施設設置事業補助金）

中小企業振興 例第９ 該 項目

1 2 4 9

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千 ）

達成度
（※） 目標

当初予
算額
（千円）

5 【中小企業振興補助金
共同施設設置助成事業

予算執行
率

100％
61.2% 15,800 9,672 C

予算執
行率

100％
63.3% 9,300 5,888 C

予算執行
率

100％
27.8% 7,900 2,197 D

予算化
率

100％
7,300

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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【共同施設施事業補助金評価】

商店街の安定的な買い物環境の確保商店街の集客の増加

・心地いい空間の整備

人が集まり、活気あふれるまち
東大阪
市第３
次総合
計画

商業活性
化方針

商業施策の方
向

商業課事務事業・市
の各種事業等

活気あふれる商店街

商店街の振興

共同施設施事業補助金：商店街の安定運営

市内商業活性化

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度の補助率２０～４０％（上限500万円）
東大阪市の事業予算総額は府内中核市2位、補助率については、最大上限５０％の自治体が２団体あり、２／３の団体が１団体。
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
支援することで、安定的な商店街運営に寄与している。前年度に翌年度に団体における事業予定を確認して予算化しているが、団
体の事情によって事業が実施できない可能性がある。商店街が街路灯や防犯カメラを整備することで、快適な買い物環境の整備だけ
でなく、まちの灯りや地域の防犯にも貢献している。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
事業実績については、毎年商業部会に事業報告を行い、審議を経てＷｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（共同施設設置事業補助金）

副次的効果

・まちの防犯・治安の向上

・地域コミュニティの育成
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４ 個別事業実績（商業振興コーディネート事業）

５ 商業振興コーディネート事業

事業概要
東大阪市内の個店及び商店街がＳＮＳを活用し店舗の魅力を発信できるように支援する
ことで、売り上げの増加、新規顧客の獲得等、市内の商業活性化を図る。

方針の位置づけ
Ⅰ商業集積地支援の継続
Ⅱ個店支援の拡充 Ⅲ新しい業態との連携

事業の課題 ・店舗の売上の増加につなげたい。

中小企業振興 例第９ 該 項目

1 3 4 7 10

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標
当初予
算額
（千円）

4 商業振興コーディネー
ト事業

受講者の
事業全体
の効果が
あった回
答割合
（７０％以
上）

58.0% 4,000 3,998 B

受講者の
事業全体
の効果が
あった回
答割合
（７０％以
上）

47.2% 4,000 3,998 C

受講者の
事業全体
の効果が
あった回
答割合
（７０％以
上）

53.3% 4,000 3,316 C

受講者の
事業全体
の効果が
あった回答
割合

（７０％以
上）

4,000

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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【商業振興コーディネート事業評価】

個店のフォロワーの増加個店の来店数増加

個店の売り上げ増加

人が集まり、活気あふれるまち
東大阪
市第３
次総合
計画

商業活性
化方針

商業施策の方
向

商業課事務事業・市
の各種事業等

市内商業の活性化

個店の魅力向上

商業振興コーディネート事業：個店のＳＮＳの発信支援

個店のＳＮＳの発信増加

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度は、約331万円で30件の支援を実施。件数を増やすことで、1件当たりのコスト削減につながるため令
和7年度は最低４０件の支援を予定している。
令和7年度において、府内中核市では同様の事業の実施はなし。
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
支援することで、商業者のＳＮＳ発信力の向上し個店のＳＮＳの発信が増え、来店客の増加及び売り上げの上昇に寄
与している。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
事業実績については、毎年商業部会に事業報告を行い、審議を経てＷｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（商業振興コーディネート事業）

副次的効果

・デジタル化の推進

・利用者の利便性向上
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６ インターネットショップ開業塾業務

事業概要
新たにインターネット上で販路を開拓する方や新たに起業する方に対してセミナーを開
催し知識習得の支援を行い、インターネットショップの開業を促進するもの。

方針の位置づけ Ⅱ個店支援の拡充 Ⅲ新しい業態との連携

事業の課題 ・インターネットショップ開業にすぐにつながらない場合が多い

４ 個別事業実績（インターネットショップ開業塾業務）

N
O. 事業内容

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標 実績
当初予
算額
（千円）

決算額
（千円）

達成
度
（※）

目標
当初予
算額
（千円）

6 インターネットショップ
開業塾業務

受講者総
合満足度
９０％以上

95.6% 2,000 2,000 A

受講者総
合満足度
９０％以
上

95.6% 2,000 2,000 A
受講者総
合満足度
９０％以上

86.6% 2,000 2,000 B 開業者
３人以上

2,000

中小企業振興 例第９ 該 項目

1 3 7 8 10

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満
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【インターネットショップ開業塾業務評価】

ビジネスチャンスの創出

人が集まり、活気あふれるまち

東大阪
市第３
次総合
計画

商業活
性化方
針

商業施策の
方向

商業課事務事
業・市の各種事

業等 インターネットショップ開業塾業務：ネットショップ開業を目指す方を支援

開業者の増加

個店の売り上げ増加

市内商業の活性化

商業者のデジタル推進

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和6年度は、事業費200万円で受講者数51名、延べ人数は約200人
令和7年度において、府内中核市では同様の事業の実施はなし。
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
支援することで、市内のネットショップ開業者が増加し、商業の活性化につながるとともに市民のデジタル化へも寄
与している。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
毎年事業の実績を商業部会に事業報告を行い、Ｗｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（インターネットショップ開業塾業務）

副次的効果

・デジタル化の推進

・購買手段の多様化
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４ 個別事業実績（キャッシュレス決済ポイント還元事業）

７ キャッシュレス決済ポイント還元事業（Ｒ５年単年度事業）

事業概要
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、市民生活
の一助及び市内経済活性化を図ることを目的とする。

方針の位置づけ
Ⅱ個店支援の拡充 Ⅲ新しい業態との連携

事業の課題 ・市の予算規模では市独自で実施することが困難

NO
. 事業内容

令和５年度

目標 実績
当初予算額

（千円）
決算額
（千 ）

達成度※
（※）

7

(国交付金物価高騰対策関係：電力・
ガス・食料品等価格高騰重点支援地
方交付金
１００％活用）
キャッシュレス決済ポイント還元事業

ポイント還元額目標
1,500,000,000円
（執行率100％）

1,421,648,532円
（執行率95％） 1,600,000 1,512,676 B

中小企業振興 例第９ 該 項目

1 3 4 7 8 10

※ 「Ａ」＝１００％、「Ｂ」＝８０％以上１００％未満、「Ｃ」＝５０％以上８０％未満、「Ｄ」＝５０％未満

事業内容
令和７年度

目標 実績（速報値）
当初予算額

（千円）
決算額
（千 ）

達成度※
（※）

(国交付金：物 高騰  重 支援
地方創生臨時交付金事業１００％活
用）
キャッシュレス決済ポイント還元事業

ポイント還元額目標
675,000,000円

（予算消化率９0％
以上）

477,000,000円
（執行率71％） 750,000,000 未 Ｃ想定
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【キャッシュレス決済ポイント還元事業評価】

消費の促進集客の増加

・キャッシュレスの促進
・デジタルデバイド対策

人が集まり、活気あふれるまち

東大阪
市第３次
総合計
画

商業活性
化方針

商業施策の方向

商業課事務事業・市の
各種事業等

物価高騰対策支援

キャッシュレス決済ポイント還元事業：ポイント還元

市内商業の活性化

１．効果（直接的な因果関係の確認）
上記のとおり
２．効率性（コストパフォーマンスの観点）
令和5年度の実績では、ポイント還元額14億円に対して、事業期間中の決済額が84億円であった。
令和7年度の事業では速報値でポイント還元額約4億7千5百万円に対して、事業期間中の決済額が約５３億円であった。
令和7年7月には大東市で実施予定等、他市でも同様の事業を実施予定
３．有効性（目標達成の程度と副次的効果）
令和7年度は消化率７１％、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の生活支援につながるとともに期間中には市内の購買意欲が
高まるため、商売の好機につながる。副次的効果として市内のキャッシュレスが導入される。
４．公正性（プロセスの透明性と公平性）
毎年事業の実績を商業部会に事業報告を行い、Ｗｅｂにて公表予定

４ 個別事業評価（キャッシュレス決済ポイント還元事業）

副次的効果
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課題に対する対策の検討方向
１ 本市の商業全般の課題（１）市域全体の高齢化・人口減少

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

（１）-①
個店や商店街・商店会組
織における高齢化及び後
継者不足問題

ⅰ）他団体の成功事例の情報共有
ⅱ）事業承継の支援

ⅰ）後継者育成
ⅱ）他団体（自治会、地元住民、
大学生）等との協働
ⅲ）出店希望者向けPR

ⅰ）後継者育成
ⅱ）魅力づけ
ⅲ）ICT活用での負担軽減

（１）-②
消費者の高齢化、消費量
の減

ⅰ）域外からの市内への流入、にぎわいの創
出による消費喚起
ⅱ）若者の移住促進
ⅲ）購買支援

ⅰ）商店街の集客力向上
ⅱ）顧客ターゲットの戦略の
見直し（子育て世代・若者の取り

込み）

ⅲ）滞在時間の延長

ⅰ）個店の魅力向上
ⅱ）顧客ターゲットの
戦略の見直し（多世代
対応）

（１）-③
消費量の減少、商店の撤
退等による空き店舗の増
加

ⅰ）空き店舗情報の活用検討
ⅱ）店舗の新陳代謝が進むような支援検討
ⅲ）廃業後に貸し出されない店舗へ対策
店舗の新陳代謝が進むような支援検討
ⅳ）市外からの市内への流入、にぎわいの創
出
ⅵ）地域が盛り上がるような支援検討

ⅰ）空き店舗情報の収集
ⅱ）商店街の集客力向上

ⅰ）出店戦略の検討

５ 商業の課題解決の方向性の検討（議論）
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２ 東大阪市の商業集積地の課題について

ＮＯ. 課題 行政・関連団体等 商店街 個店

２（１） 商業集積地の集積力低下

ⅰ）地域が盛り上がるような支援検討
ⅱ）核となる店舗等の誘致検討
ⅲ）域外からの市内への流入、にぎわい
の創出による消費喚起
ⅳ）空き店舗の活用検討

ⅰ）魅力ある商店街づくり
ⅱ）核となる店舗等の誘致
検討
ⅲ）商店街の集客力向上

ⅰ）魅力ある店舗づくり
ⅱ）核となる商店となるため
の創意工夫

２（2） 組織力低下・担い手不足 ⅰ）商店街の魅力向上支援
ⅱ）地域が盛り上がるような支援検討

ⅰ）会員として入ってもらえ
るような風土、組織づくり

―

２（４）
商店街のにぎわいの消失

ⅰ）積極的な活動団体への継続支援
（これまで記載の検討の方向性）

ⅱ）それぞれの課題にあった支援の検討

ⅰ）商店街の魅力発信
ⅱ）それぞれの課題の解決
策検討

―

５ 商業の課題解決の方向性の検討（議論）



2８

６ その他・自由意見交換等

【次回（令和7年第2回）商業部会に向けて】

①観光分野・スポーツの分野との連携・コラボ内容を検討

（それぞれの分野の関係者出席予定）

②課題の解決について検討

【その他】

〇商業実態調査アンケートのご協力依頼

【自由意見交換】
観光分野・スポーツ分野と連携できそうなこと、聞いてみたい内容等
（会議当日までに各委員検討）




















